
指定期間満了に伴う施設の指定管理者について

１ 指定管理者制度継続予定施設名 

   越谷市越谷駅東口駐車場（都市整備部市街地整備課所管）

   平成２４年６月１日から平成２７年３月３１日までの指定期間満了に

伴う施設

２ 公募・随意指定の別とその理由

 随意指定

 随意指定予定団体：株式会社越谷ツインシティ

（理 由）

越谷駅東口駐車場の指定管理者には、以下の理由により株式会社越谷ツ

インシティを随意指定するものです。

①本駐車場は、越谷駅東口市街地再開発事業として、商業施設や公益施

設とともに整備されたもので、それぞれの建物は連絡通路でつながり一体

的な利用を想定した構造になっている。そのため、駐車場の管理は、再開

発ビル全体の効率的運営を図るため、同ビルを管理する当該事業者が一体

的に行う必要がある。

②再開発ビルには複数の店舗等が入居しているため、当該事業者が消防

法に定められた統括防火管理者及び統括防災管理者となっており、火災や

その他の災害が発生した際には、駐車場を含めた全施設の総合的な防火、

または防災対策を講ずることができる。

③当該事業者は地元の商店主などの権利者で組織されており、地域と密

接なつながりがある。そのため、地元自治会や商店会等とも連携を図り、

地域で開催されるイベントなどの際の駐車場確保、ひいては周辺道路の渋

滞解消など、地域貢献に資する。

３ 指定期間とその理由 

   平成２７年４月１日から平成３２年３月３１日まで（５年間）

  （理 由）

  ・サービス提供の継続性と安定性、指定管理者の初期投資におけるリスク軽

減、就労の継続性などを勘案し、指定期間を５年間とするものです。

４ 随意指定申請要項(案) 別添のとおり
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越谷市越谷駅東口駐車場 

指定管理者随意指定申請要項（案） 

平成２６年８月 

越 谷 市 



１ 指定管理者の随意指定の理由 

越谷市越谷駅東口駐車場（以下「駐車場」という。）は、越谷駅東口第一種市街地再

開発事業により建設された建物のうち駐車場を市が所有し、道路交通の円滑化を図ると

ともに、都市機能の増進及び地域経済の振興に資する目的で設置した施設です。 

市では、この駐車場を管理するにあたり、再開発ビルの商業関連施設と連携した、民

間ならではのきめ細やかな質の高いサービスを提供するため、指定管理者制度を活用す

ることとしました。指定管理者については、商業棟と駐車場を一体的に管理する必要が

あることから、㈱越谷ツインシティを随意指定するものです。 

２ 施設の概要 

名称   越谷市越谷駅東口駐車場  

 位置      越谷市弥生町１６番３号 

沿革   平成２４年６月開設 

用途      駐車場（自走式） 

構造      鉄骨造地上５階建て 

敷地面積      ３，１２４．４６㎡ 

延べ床面積      ９，９８９．１３㎡ 

建築面積      ２，４９３．０８㎡ 

建物管理床面積   １２，４５９．１０㎡ 

植栽等管理面積     ６３１．３８㎡ 

収容台数    駐車台数 ４０９台（四輪自動車４０３台、二輪自動車等６台） 

供用日     １月１日から１２月３１日まで 

供用時間    午前零時から午後１２時まで 

主要設備等   管理室、便所、エレベーター、自動ドア、消火設備、給排水設備、換

気設備、駐車場管制設備、監視カメラ設備、急速充電器等 

３ 指定管理者が行う業務内容及び管理基準 

  業務内容及び管理基準については、別添「越谷市越谷駅東口駐車場管理業務仕様書」

を参照してください。 

  なお、業務内容の全部又は主要な部分を第三者に委託し、又は請け負わせることはで

きません。ただし、業務の一部については、書面により事前に市の承諾を受けたうえで

第三者に委託し、又は請け負わせることができます。 

４ 指定期間 

  平成２７年４月１日から平成３２年３月３１日までの５年間を予定しています。ただ

し、この期間は市議会での議決により確定することになります。 
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５ 管理に要する経費 

駐車場の管理については、地方自治法第２４４条の２第８項により利用料金を指定管

理者自らの収入として収受する「利用料金制」を採用します。 

指定管理者は、利用者が支払う利用料金をもって施設を運営します（消費税及び地方

消費税を含む。）。したがって、市から指定管理者に対し駐車場の管理に要する委託料は

支払いません。 

  管理経費の項目は、別添「越谷市越谷駅東口駐車場管理業務仕様書」を参照してくだ

さい。 

指定管理者は、毎年度の収支決算を報告し、利用料金収入の一部を駐車場収益納付金

として市に納付していただきます。納付額の割合等については、年度ごとに別途年度協

定に定めます。 

利用料金収入が駐車場の管理経費を下回った場合でも、市は補填しません。 

６ 申請資格等 

 申請資格 

   指定管理者は、法人その他の団体（以下「法人等」という。）であって、次のいず

れにも該当しない法人等とします。なお、法人等は、株式会社、任意団体等の組織の

形態を問いません。 

ア 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当する

法人等 

イ 市から指名停止処分を受けている法人等 

ウ 法人税、消費税及び地方消費税並びに法人市民税を滞納している法人等

エ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）、民事再生法（平成１１年法律第２２

５号）等の規定に基づき更正又は再生手続を行っている法人等 

オ 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７

号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 

カ 暴力団又はその構成員（暴力団の構成団体の構成員を含む。以下同じ。）若しく

は暴力団の構成員でなくなった日から５年を経過しない者（以下「暴力団の構成員

等」という。）の統制の下にある法人等 

キ 代表者等（法人にあってはその役員（非常勤を含む。）及び経営に事実上参加し

ている者を、その他の団体にあってはその代表者及び運営に事実上参加している者

をいう。）が暴力団の構成員等である法人等 

※上記ウの法人市民税について越谷市に納税している場合は、納税担当課に照会しま

すので、納税証明書は不要です。

※上記オからキまでについて埼玉県警察本部に照会することがあります。 
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７ 申請等の手続き 

 提出書類 

   駐車場の指定管理者の指定を受けようとする法人等は、下記に掲げる書類を提出し、

申請してください。 

  ア 指定管理者指定申請書（様式１） 

  イ 誓約書（様式２－１） 

  ウ 同意書（様式２－２） 

エ 越谷市越谷駅東口駐車場指定管理者事業計画書（様式３－１～２２）及び指定予

定期間内の年度ごと並びに全体の収支計画書（様式４） 

※収支計画書は、消費税率８％で作成してください。

  オ 定款若しくは寄附行為及び法人の登記事項証明書又はこれらに準ずる書類 

  カ 申請書を提出する日の属する事業年度の前年度における法人等に関する事業報

告書、収支計算書、貸借対照表及び財産目録並びにその他経営の状況を明らかにす

る書類 

  キ 申請書を提出する日の属する事業年度における法人等に関する事業計画書及び

収支予算書 

  ク 役員名簿（役職名、氏名（フリガナ）、生年月日、性別及び住所が記載されてい

るもの。） 

※申請時に提出したものに変更があった場合はその都度提出すること。指定管理者

の指定を受けた法人等については、指定期間においても同様とする。

  ケ 納税証明書 

・法人税と消費税及び地方消費税の納税証明書 その３の３（税務署にて発行） 

・法人市民税の納税証明書（納税市にて発行。越谷市に納税している場合は不要。） 

コ 印鑑証明書 

  サ 法人等のパンフレット 

  シ 提出書類のうち該当のないものについての申立書（様式５） 

  ス この要項、仕様書等に関する質問は、平成２６年８月８日（金）までに質問票（様

式６）を提出してください。 

 提出部数 

   正本１部及び副本１０部（副本は複写可とします。） 

 提出方法 

   １４に記載する場所まで持参してください。 

 提出期間 

   平成２６年８月１日（金）から平成２６年８月１５日（金）までの午前８時３０分

から午後５時１５分まで（土曜日、日曜日及び祝日は受け付けません。） 

 提出書類の著作権、情報公開 

  ア 法人等の提出する事業計画書等の著作権は、当該申請を行う法人等（以下「申請

者」という。）に帰属します。ただし、市は指定管理者の公表等必要な場合は、事
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業計画書等の内容の全部又は一部を使用できるものとします。 

  イ 提出された書類は、情報公開の請求により公開することがあります。 

 申請に当たっての留意事項 

ア 申請に要する経費は、すべて申請者の負担とします。 

イ 申請一法人等又は一共同事業体につき、申請は一件とします。 

ウ 提出された書類に虚偽又は不正があった場合は失格とします。 

エ 提出された書類の内容を変更することはできません。 

オ 提出された書類は返却しません。 

カ 必要に応じ追加資料の提出をお願いすることがあります。 

キ 関係法令を承知の上で申請してください。 

ク 申請者は、書類の提出をもって本申請要項及び仕様書等の記載内容を承諾したも

のとみなします。 

ケ 指定申請書提出後に辞退する場合は辞退届（様式７）を平成２６年９月３０日

（火）までに提出してください。 

８ 審査及び選定

 選定方法 

   越谷市指定管理者選定委員会（以下「委員会」という。）において、貴団体から提

出された書類の審査等の結果をもとに承認決定を行います。 

 選定基準 

   選定基準は、次のとおりです。 

  ア 利用対象者の平等利用が確保できるものであること。 

  イ 事業計画の内容が、施設の効用を最大限に発揮するとともに、管理経費の縮減が

図られるものであること。 

  ウ 事業計画書の内容に沿った管理を安定して行う能力を有するものであること。 

  エ その他市長が定める基準 

 選定結果 

   選定結果は、平成２６年１０月３１日（金）までに申請者に書面で通知します。 

９ 指定管理者の指定及び協定の締結 

 指定管理者の指定 

  ア 指定管理者の指定には、市議会の議決が必要となります。８で選定した法人等を

「指定管理者の候補者」として市長が決定のうえ、平成２６年１２月定例市議会（予

定）に指定の議案を上程し、指定の議案の議決後に指定管理者として指定します。 

  イ 市議会にて指定の議案の議決が得られない等の場合においても、申請者が申請準

備のために支出した費用については、補償しません。 

 協定の締結 

   指定管理者の指定後、市と指定管理者は、業務内容に関する細目的事項、管理の基
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準に関する細目的事項等について協議の上、協定を締結します。なお、協定の主な内

容及びリスク分担の考え方は、別添「越谷市越谷駅東口駐車場管理業務仕様書」を参

照してください。 

 指定後の留意事項 

  ア 指定管理者が、正当な理由なくして協定の締結に応じない場合は、指定管理者の

指定を取り消しすることがあります。 

  イ 指定管理者が指定管理者としての業務を開始する前において、財務状況の悪化等

により事業の履行が確実でないと認められるとき、又は社会的信用を著しく損なう

など指定管理者としてふさわしくないと認められるときは、指定管理者の指定を取

り消しすることがあります。 

10 指定管理者の履行責任に関する事項 

 指定管理者は、施設利用者の被災に対する第１次責任を有し、施設又は施設利用者

に災害があった場合は、迅速かつ適切な対応を行い、速やかに市に報告しなければな

りません。 

 指定管理者は、実態として事業継続が困難になった場合又はそのおそれが生じた場

合は、速やかに市に報告しなければなりません。 

 前記に規定するもののほか、指定管理者の責任履行に関する事項については、協定

で定めます。

11 事業の継続が困難になった場合における措置に関する事項 

 指定管理者の責めに帰すべき事由により管理が困難となった場合又はそのおそれ

が生じた場合、市は、指定管理者に対して改善勧告を行い、期間を定めて、改善策の

提出及び実施を求めることができます。 

この場合において、指定管理者が当該期間内に改善することができなかった場合、

市は、指定管理者の指定を取り消すことができます。 

 指定管理者が倒産し、又は指定管理者の財務状況が著しく悪化し、指定に基づく管

理の継続が困難と認められる場合、市は、指定管理者の指定を取り消すことができま

す。 

又は により、指定管理者の指定の指定を取り消された場合、指定管理者は、市

に生じた損害を賠償しなければなりません。 

 不可抗力その他市又は指定管理者の責めに帰することができない事由により事業

の継続が困難となった場合、市と指定管理者は、事業継続の可否について協議するも

のとします。 

 前記に規定するもののほか、事業の継続が困難となった場合の措置については、協

定で定めます。 
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12 申請資格の欠格条項に該当することになった場合における措置に関する事項

(1) 指定管理者は、６ 申請資格のアからキまでに掲げる要件に該当することになっ

た場合には、速やかに市に報告しなければなりません。 

６ 申請資格のアからエまでに該当することになった場合、市は、指定管理者に対

して改善勧告を行い、期間を定めて、改善策の提出及び実施を求めることができます。

この場合において、指定管理者が当該期間内に改善することができなかった場合、市

は、指定管理者の指定を取り消すことができます。 

６ 申請資格のオからキまでに該当することになった場合、市は、直ちに指定管理

者の指定を取り消すことができます。 

なお、上記の措置は、指定管理者からの報告を待たず、市が実地調査等により６ 

申請資格のアからキまでに掲げる要件に該当することを確認した場合もまた、同様と

します。 

(2)  又は により、指定管理者の指定を取り消された場合、指定管理者は、市に生

じた損害を賠償しなければなりません。 

13 スケジュール 

月  日 内  容 

８月 １日～８月１５日 申請要項配布 

８月 １日～８月 ８日  質問事項の受付 

８月 １日～８月１５日  申請書の受付 

８月１３日  質問事項の回答 

８月中旬～１０月上旬  申請書類の審査・評価等 

１０月中旬 指定管理者の候補者選定 

１０月下旬 指定管理者候補者の選定結果通知 

１２月中旬 指定の議案の議決（市議会１２月定例会） 

１２月下旬 指定管理者の指定通知 

３月下旬 基本協定・年度協定の締結 

14 問い合わせ先 

〒３４３－８５０１ 

   越谷市越ヶ谷四丁目２番１号 

    越谷市都市整備部市街地整備課 

     電 話   ０４８－９６３－９２３１（直通） 

     ファクシミリ   ０４８－９６５－０９４８ 

     電子メール   10113200@city.koshigaya.saitama.jp 
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15 添付書類

(1)様式集 

(2)越谷市越谷駅東口駐車場平面図（参考図） 

(3)越谷市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例 

(4)越谷市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例施行規則 

(5)越谷市越谷駅東口駐車場設置及び管理条例 

(6)越谷市越谷駅東口駐車場設置及び管理条例施行規則 

(7)越谷市越谷駅東口駐車場管理業務仕様書 
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越谷市越谷駅東口駐車場管理業務仕様書（案） 

平成２６年８月 

越谷市 
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 越谷市越谷駅東口駐車場管理業務仕様書（案） 

越谷市越谷駅東口駐車場（以下「駐車場」という。）の指定管理者が行う業務

内容及び範囲はこの仕様書による。

１．趣旨 

  本仕様書は、駐車場の指定管理者が行う業務の内容及び履行方法について

定めることを目的とする。

２．管理運営に関する基本的な考え方 

（１）施設及び付属設備等を常に最良の状態に保つこと。

（２）施設の機能、効用を最大限に発揮させること。

（３）市民の平等利用の確保に努めること。

（４）市民・利用者の立場に立ったサービスの向上に努めること。

（５）管理運営経費節減に努めること。

（６）法令等を遵守すること。

  ・地方自治法

・越谷市越谷駅東口駐車場設置及び管理条例・同施行規則

・越谷市公の施設に係る指定管理者の指定の手続き等に関する条例・同施

行規則

  ・越谷市個人情報保護条例・同施行規則

  ・越谷市情報公開条例・同施行規則

  ・その他関係法令等

（７）常に善良な管理者の責任をもって管理運営に努めること。

３．駐車場の施設概要 

（１）建物等の概要 

  ・用途         駐車場（自走式） 

・構造         鉄骨造 地上５階建て 

・敷地面積       ３，１２４．４６㎡ 

・延べ床面積      ９，９８９．１３㎡ 

・建築面積        ２，４９３．０８㎡ 

・建物管理床面積  １２，４５９．１０㎡ 

・植栽等管理面積      ６３１．３８㎡ 

・収容台数      ４０９台（四輪自動車４０３台、二輪自動車等６台） 
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・主要設備等     管理室、便所、エレベーター（２台）、自動ドア、消

火設備、換気設備、給排水衛生設備、監視カメラ設

備、電気自動車用急速充電器等 

  ・駐車場管制設備  出庫警報システム、満車管理システム、場内誘導シ 

            ステム、在車管理システム（１階のみ）、データ集計

システム、バイクロックシステム等 

（２）供用日等 

・供用日    １月１日から１２月３１日まで 

・供用時間   午前零時から午後１２時まで（２４時間供用） 

・供用休止   駐車場の補修、震災時における安全確保等のため一般の

利用に供することができないと判断される場合、市長の

承認を得て、駐車場の全部又は一部の供用を休止できる。

４．管理業務の内容 

（１）運営業務

① 駐車場利用料金等徴収業務

② 定期駐車券、回数駐車券等の販売業務

③ 案内、誘導、巡回等の安全管理・防犯警備業務

④ 利用者のニーズ掌握に関する業務

⑤ 経営管理業務

⑥ ホームページ等による広報活動業務

⑦ その他運営に必要な庶務業務

・利用料金の集計、各種支払い等の会計事務

・利用台数等の統計事務

 ・定期報告書（月次）及び事業報告書等の作成事務

 ・光熱水費等の支払い事務

 ・備品の購入・管理、消耗品等の購入及び在庫管理事務

・施設の利用促進に関する事務

・分析、調査に関する事務

 ・事業計画書及び収支計画書の作成事務

 ・市等関係機関との連絡調整、関係法令等に伴う必要な諸手続き

 ・その他管理上必要となる業務

※ 毎月の利用状況（利用者数と利用料金等）に関する報告をまとめ、翌月

１０日までに報告してください。
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（２）維持管理業務

① 建築物及び建築設備保守管理業務

建築物及び建築設備（電気設備、機械設備等）の日常の運転、監視、点

検、保守、修繕、その他法令点検等の一切の保守管理を行うこと。

② 駐車場設備保守管理業務

料金精算機、発券機、カーゲート機器等の日常の運転、監視、点検、保

守、修繕等の一切の保守管理を行うこと。

③ 駐車場機械警備維持管理業務

カーゲート遠隔操作時安全確認用カメラを出庫ゲート（１箇所）に設置

するなど、無人管理時間帯における適切な駐車場の維持管理を行うこと。

④ 清掃・環境衛生業務

建物内外及び敷地部分の清掃を定期的に行うこと。

また、施設内で発生したゴミは、越谷市の分別法により適切な処理を行

うと共に、リサイクル等の資源循環や再生資材等の推進に努めること。

⑤ 植栽管理業務

地上部の植栽及び屋上緑化について、定期的な管理を行うこと。

⑥ 防災防火管理業務

消防法等の関係法に基づき、適正な防災防火管理業務を行うこと。

（３）職員の配置 

管理室職員の常勤時間は、原則８：００～２３：００とし、それ以外の時 

間は機械設備による無人管理とします。誘導員の配置時間は実情に応じて決

定してください。なお、管理室職員の常勤時間や無人管理の時間を変更する

場合は市と協議してください。 

  駐車場の配置要員は、次の基準を参考に配置して下さい。 

要員配置箇所 通常日 

管理室職員（現場責任

者） 
１名以上 

誘導員（場内誘導等） 必要に応じて配置 

防火管理者（甲種） 

※防災管理者兼任 
（１名） 

電気主任技術者 

（３種） 
（１名） 

必要最低人数 １名以上 
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① 防火防災管理者、電気主任技術者など必要な有資格者を適正に配置する

こと。

※電気事業法に基づく、保安管理業務については、別途定める覚書、保安

規定によるものとする。

② 利用者の受付・案内、安全確保、機械設備運転保守管理等、各業務にお

ける責任体制を確立すること。現場責任者は管理室職員としてもよい。

③ 年末年始等で繁忙期となる場合については、利用者の安全を確保する上

で、適切な警備・誘導体制を確立すること。

④ 職員の勤務形態は、利用者の安全性や施設の管理運営に支障がないよう

配慮するとともに、利用者の要望等にも応えられるものとすること。

⑤ 職員の資質を高めるため、研修を実施するとともに施設の管理運営に必

要な知識と技術の習得に努めること。

⑥ 職員等の採用にあたっては、できるだけ市内在住者の雇用に努めること。

（４）保険の加入

  指定管理者は、賠償保険等、必要な保険に加入すること。

なお、建築物に対する火災保険、施設賠償責任保険については、市が加入

します。

５．管理業務に要する経費 

（１）管理経費の額

管理経費は年度協定書に定めた額を上限とし、市は管理経費を支払わない。

（２）管理経費

・人件費：常勤職員、非常勤職員等

 ・光熱水費：電気料金、上下水道料金等

 ・設備等保守点検費：消防設備、電気設備、空調設備、駐車場管制設備等

 ・清掃・植栽管理・警備等：清掃費、植栽管理費、警備費、誘導員費、集

金業務等

 ・施設維持修繕費

 ・管理費：印刷製本費、通信費（電話、ファクシミリ、機械警備通信費、

事務用パソコンのインターネット使用に係る費用、切手代等）、旅費、消

耗品費（事務消耗品、安全管理用品、印刷インク、発券用紙等）、備品購

入費、賃貸料（コピー機、ＮＨＫ放送受信料、ＡＥＤ等）、廃棄物処分費、

ホームページ作成に関する費用等

（３）管理口座及び区分経理

経費は、原則として法人自体の口座とは別の口座で管理すること。

また、管理業務に係る経理とその他の業務に係る経理を区分すること。
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（４）指定管理者の精算

指定管理者は、年度ごとに収支報告を行い、年度終了後に事業報告書を提

出すること。

（５）利用料金制度の採用

駐車場は、地方自治法第２４４条の２第８項に定める利用料金制度を適用 

  する。 

６．リスク分担 

市と指定管理者のリスク分担は、概ね次表のとおりとし、詳細は協定書で定

める。

項  目 内  容 
負 担 者 

指定管理者 越谷市 

天災のほか、不可抗力

への対応、それらの事

由による事業の中止

など 

天災、暴動等への対応、その

他市や指定管理者の責めに

帰すことができない事由に

よる事業の中止、延期、変更

（協議） 

税制の変更 

指定管理業務に直接影響を

及ぼす新税の創設、税制改正

によるもの 
（協議） 

上記以外の新税の創設、税制

改正によるもの 
○  

金利、物価の変動 
金利の変動、物価の変動によ

るもの 
○  

労働安全衛生管理
労働安全衛生管理に関する

こと
○

事故・火災による施

設、設備、備品等の損

傷 

管理上の瑕疵による施設、設

備、備品等の損傷 
○  

上記以外による施設、設備、

備品等の損傷 
 ○ 

第三者への損害賠償 

管理上の瑕疵により損害を

与えた場合 
○  

上記以外により損害を与え

た場合 
 ○ 

施設の修繕 

施設の軽微な修繕 

（１件５０万円未満のもの）
○  

経年変化による補修・大規模

修繕等 

（１件５０万円以上のもの）

 ○ 
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７．指定管理者選考後の手続き 

 指定管理者の指定の後に市と指定管理者は、指定期間内の指定管理業務に関

する包括的な事項を定めた「基本協定」及び各年度の実施事項を定めた「年度

協定書」を締結する。

（１）「基本協定」の内容

  ・指定(協定)期間
  ・指定管理業務の内容

  ・事業計画書の提出に関する事項

  ・物品類の使用、帰属に関する事項

  ・リスク分担

  ・個人情報の保護に関する事項

  ・事業実績報告書に関する事項

・その他

（２）「年度協定」の内容

  ・当該年度の事業計画に関する事項

  ・当該年度の管理経費に関する事項

  ・駐車場収益納付金に関する事項

  ・その他

８．非常事態時における指定管理者の対応 

（１）指定管理者は、火災、事故及び犯罪等の非常事態の発生防止に努めるこ

と。

（２）非常事態時に備えた危機管理マニュアルを整備するとともに、年１回以

  上の訓練を実施すること。また、責任者を明確にするとともに、迅速な対

応が図れる連絡網を整備すること。

（３）利用料金の現金、書類等の盗難に対する十分な対策を講じること。

（４）万一の場合に備えＡＥＤ（自動体外式除細動器）及び関連機器を施設内

の適切な場所に設置しておくこと。管理運営に携わる職員等は、常時適正

に使用できるように使用法を習得しておくこと。

９．文書の管理及び情報公開 

（１）文書管理 

  指定管理業務に係る文書（電磁的記録を含む。以下同じ）について、ファ

イリングシステムに準じた方法により整理・保存すること。

（２）情報公開
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指定管理者が保有する文書について、市に越谷市情報公開条例に基づく公

開請求があった場合は、対象となる文書の写しを市に提供すること。この場

合、市は、同条例に基づき公開・非公開の処理を行う。

10．利用者への対応 

（１）指定管理者は、利用者の相談、苦情等に対して懇切丁寧に接すること。

（２）指定管理者は、職員の研修を実施し、資質の向上に努め利用者へのサー

ビス向上を図ること。

11．利用者の安全管理に関すること 

（１）指定管理者は施設に破損を生じた場合の応急処置を速やかに行い、安全  

  管理に努めること。

 ただし、大規模な修繕を要する場合は、市と協議するものとする。

（２）指定管理者は、施設内の定期的な巡回警備を行い、事故、災害の未然防

止に努めること。

12. 備品の帰属等 

（１）指定管理者が指定期間中に管理経費により購入した備品については、市

に帰属すること。

（２）指定期間の管理が終了したときは、指定管理者が所有する駐車場に持ち

  込んだ物品等を、自己の負担において直ちに撤去するものとする。

13．事業報告書の提出 

（１）地方自治法第２４４条の２第７項の規定により指定管理者は、一事業年

  度が終了するごとに、当該年度の事業の内容を報告する書類を毎年度終了

後、翌年度５月末までに提出すること。

（２）報告内容は、管理業務の実施状況、利用状況、自主事業の実施状況、利

用料金収入の実績、管理・事業に要した経費等の収支状況の事項とする。

14．引継ぎ等準備業務 

 指定管理者となるものは、指定期間前に運営開始に必要な業務の準備作業を

行うこと。これに要する費用は指定管理者となるものの負担とする。

15．その他、全般に関すること 

（１）利用者からの施設に関する意見及び要望等があった場合は、必要に応じ

  て改善すること。その際には、予め市に協議すること。
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（２）その他、詳細についてはその都度、市と協議して定める。
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